※本テンプレートは退職金規程(社内規程)を主構成としています。基本給連動型/ポイント制/別表方式の3類型に対応し、中小企業退職金共済(中退共)併用条項も装備しています。常時10人以上の労働者を使用する事業場で本規程を導入する場合、労働基準法第89条第3号の2に基づき就業規則の一部として労働基準監督署への届出が必要です(過半数労働者の意見書(同第90条)・全従業員への周知(同第106条)も必須)。退職金規程は不利益変更が困難(労働契約法第9条・第10条)なため、導入時には将来の柔軟性も考慮して慎重に設計してください。最高裁H12.3.9三晃社事件等の判例により、不支給・減額条項は「長年の勤続の功労を抹消するに値する重大な背信行為」が必要とされます。退職金規程は印紙税法上の課税文書に該当しません(不課税)。

退職金規程
第1章 総則
第1条(目的)
本規程は、会社の正式名称の従業員の退職金に関する取扱いを定めることを目的とする。
第2条(適用対象者)
1. 本規程は、会社の正社員(就業規則第○条に定める正社員をいう。以下同じ。)に対して適用する。
1. 次の各号に該当する者には、本規程を適用しない。
1. 契約社員(就業規則第○条に定める者)
1. パートタイマー・アルバイト
1. 嘱託社員(就業規則第○条に定める者)
1. その他、本規程の適用対象から除外する者として会社が定めた者
1. 前項にかかわらず、契約社員・嘱託社員その他の労働者についても、本規程の一部または全部を適用することが本規程または個別合意で定められた場合は、その定めに従う。
第3条(退職金の支給要件)
1. 会社は、従業員が次の各号のいずれかの事由により退職したとき、本規程に定めるところにより退職金を支給する。
1. 定年退職
1. 会社都合退職(会社の事業上の都合による解雇・希望退職への応募等)
1. 自己都合退職
1. 死亡退職
1. 業務上の傷病による退職
1. その他、退職事由が認められたとき
1. ただし、勤続年数が[3年]未満の従業員には、退職金を支給しない。
第2章 退職金の算定
第4条(退職金の算定方法)
退職金は、次のうち、別途定めるところにより算定する。
(以下の3類型から、自社の方針に応じて選択して使用)
☐ 4-A 基本給連動型(本テンプレートの主構成)
退職金は、次の算式により算定する。
退職金 = 退職時の基本給 × 勤続年数別支給率 × 退職事由別係数
· 「退職時の基本給」とは、退職の直前月の所定内給与のうち基本給をいう。
· 「勤続年数別支給率」は、別表第1に定めるとおりとする。
· 「退職事由別係数」は、第6条に定めるとおりとする。
☐ 4-B ポイント制
退職金は、次の算式により算定する。
退職金 = 累積退職金ポイント × ポイント単価 × 退職事由別係数
· 「累積退職金ポイント」は、別表第2に定める年間ポイントの累計とする。
· 「ポイント単価」は、金[10,000]円とする(別途、社会経済情勢を踏まえ会社が見直す)。
· 「退職事由別係数」は、第6条に定めるとおりとする。
☐ 4-C 別表方式
退職金は、別表第3に定める勤続年数別の退職金額に、退職事由別係数(第6条)を乗じて算定する。
第5条(勤続年数の計算)
1. 勤続年数は、会社への入社日から起算し、退職日までとする(試用期間を含む)。
1. 次の期間は、勤続年数に算入しない。
1. 私傷病休職期間
1. 自己都合による休業期間
1. その他、会社が定める休職・休業期間
1. 次の期間は、勤続年数に算入する。
1. 産前産後休業・育児休業期間
1. 介護休業期間
1. 業務災害による休業期間
1. 会社都合による休業期間
1. その他、法律で勤続年数に算入することが定められている期間
1. 勤続年数の計算において、1年未満の端数は、6か月以上を1年とし、6か月未満を切り捨てる。
第6条(退職事由別係数)
退職事由別係数は、次のとおりとする。
	退職事由
	係数

	定年退職
	1.0

	会社都合退職(事業上の都合による解雇・希望退職への応募等)
	1.0(または1.1〜1.3に加算可能)

	自己都合退職
	0.7(または0.6〜0.8の範囲で設定)

	死亡退職(業務上の事由による場合を含む)
	1.0

	業務上の傷病による退職
	1.0

	懲戒解雇(第8条参照)
	0(不支給)または0.3〜0.5(大幅減額)


第3章 退職金の支給
第7条(支給時期および方法)
1. 退職金は、退職日から[1か月以内](または「[2か月以内]」)に支給する。ただし、退職金の額が高額で資金準備に相当の期間を要する場合、または死亡退職等で支給先確認に時間を要する場合、別途協議の上、支給時期を延長することができる。
1. 退職金は、本人の指定する銀行口座への振込により支給する。ただし、本人の請求があるときは現金支給とすることができる。
1. 振込手数料は会社の負担とする。
1. 退職金は、原則として一括支給とする。ただし、本人の同意があるときは、分割支給とすることができる。
1. 死亡退職の場合の退職金支給先は、第9条(死亡退職時の取扱い)に定めるとおりとする。
第8条(不支給および減額)
1. 次の各号のいずれかに該当する者には、退職金の全部または一部を支給しないことがある。
1. 在職中に懲戒解雇された者
1. 在職中に重大な背信行為(横領・詐欺・重要な機密漏洩等)を行い、退職後にその事実が判明した者
1. 退職後に競業避止義務に著しく違反し、会社の事業に重大な損害を与えた者
1. 退職後に在職中の重大な非行が判明した者
1. 前項の不支給・減額の判定は、当該行為の重大性、会社への損害の程度、勤続功労との均衡、社会通念等を総合的に考慮の上、相当性のある範囲で行う。
1. すでに支給した退職金については、第1項の事由が後日判明した場合、会社は受領者に対し、相当額の返還を請求することができる。
第9条(死亡退職時の取扱い)
1. 従業員が死亡退職した場合、退職金は、次の順位により、本人の遺族(以下「受給権者」という。)に支給する。
1. 配偶者(内縁関係にある者を含む)
1. 子(嫡出・非嫡出を問わず、養子を含む)
1. 父母
1. 孫
1. 祖父母
1. 兄弟姉妹
1. 同順位の受給権者が複数いる場合、退職金は均等の割合により支給する。
1. 受給権者からの請求があったときは、第1項の順位にかかわらず、当該請求者を受給権者として支給することができる(他の受給権者間の調整は受給権者間に委ねる)。
1. 業務上の事由による死亡の場合、別途、弔慰金・死亡退職金加算金を支給することがある(別途定める)。
第4章 退職金共済等
第10条(中小企業退職金共済との関係)
1. 会社は、中小企業退職金共済法に基づく中小企業退職金共済(以下「中退共」という。)に加入することができる。
1. 会社が中退共に加入している場合、退職金の取扱いは次のとおりとする。
1. 退職時、従業員が中退共から受領する退職金額が本規程に基づく退職金額以上である場合、本規程に基づく退職金は支給しない(中退共からの受領のみ)。
1. 退職時、従業員が中退共から受領する退職金額が本規程に基づく退職金額未満である場合、その差額を会社が直接支給する。
1. 中退共の掛金は、全額会社の負担とする。
1. 中退共の脱退手当金の取扱いは、中小企業退職金共済法その他関係法令に従う。
第11条(確定拠出年金等との関係)
(該当時に使用)
1. 会社が確定拠出年金(企業型DC)・確定給付企業年金等の制度を導入している場合、その制度から従業員が受領する給付額と本規程に基づく退職金との関係は、別途定めるところによる。
1. 会社が退職金前払い制度を導入している場合、その対象者には本規程に基づく退職金を支給しない。
第5章 雑則
第12条(退職所得の受給に関する申告書)
退職金支給対象者は、退職金の支給を受ける際、所得税法の規定に基づき、「退職所得の受給に関する申告書」を会社に提出するものとする。
第13条(個人情報の取扱い)
会社は、本規程に基づく退職金の支給に際し取得した従業員および遺族の個人情報を、個人情報保護法その他の関係法令を遵守し、適切に取り扱う。
第14条(規程の変更)
1. 本規程の変更は、労働基準法第90条(意見聴取)・第89条(届出)・第106条(周知)その他関係法令を遵守し、適正な手続を経て行う。
1. 本規程の変更が労働者にとって不利益変更となる場合、労働契約法第9条・第10条に基づき、変更の合理性・必要性等を慎重に判断する。
1. 変更内容は、施行日から[1か月前]までに、全従業員に対し書面または電磁的方法により周知する。
第15条(規程に定めのない事項)
本規程に定めのない事項については、就業規則、労働関係法令その他関係法令の定めるところによる。
附則
1. 本規程は、[YYYY年MM月DD日]から施行する。
1. 本規程施行前から在籍している従業員の勤続年数は、会社への入社日から起算する(本規程施行前の期間も含めて計算する)。
1. 本規程の施行に伴い、従来の退職金に関する取扱い(慣行・覚書等を含む)は廃止する。ただし、本規程の施行により従業員が不利益を受ける場合、別途の経過措置を定めるものとする。
[YYYY年MM月DD日]制定 [会社の正式名称] 代表取締役 [代表者氏名]

別表第1:勤続年数別支給率(基本給連動型・4-A)
	勤続年数
	支給率

	3年未満
	支給なし

	3年以上5年未満
	1.0

	5年以上10年未満
	5.0

	10年以上15年未満
	12.0

	15年以上20年未満
	22.0

	20年以上25年未満
	35.0

	25年以上30年未満
	50.0

	30年以上35年未満
	65.0

	35年以上40年未満
	80.0

	40年以上
	100.0


(上記は中堅・中小企業の標準的水準を示す参考値・各社の実情に応じて調整してください)
計算例(基本給連動型)
· 退職時基本給:30万円
· 勤続25年(支給率50.0)
· 自己都合退職(係数0.7)
· → 30万円 × 50.0 × 0.7 = 1,050万円

別表第2:年間ポイント(ポイント制・4-B)
等級別年間ポイント
	等級
	役職目安
	年間ポイント

	1級
	一般社員(若手)
	10

	2級
	一般社員(中堅)
	15

	3級
	主任
	25

	4級
	課長代理
	35

	5級
	課長
	45

	6級
	部長代理
	55

	7級
	部長
	70

	8級
	役員候補
	90


計算例(ポイント制)
· 累計ポイント:800ポイント(25年勤務・平均32ポイント)
· ポイント単価:10,000円
· 自己都合(係数0.7)
· → 800 × 10,000円 × 0.7 = 560万円

別表第3:勤続年数別退職金額(別表方式・4-C)
(自己都合退職の場合の基準額)
	勤続年数
	退職金額(自己都合)
	退職金額(会社都合・定年)

	3年
	30万円
	50万円

	5年
	80万円
	120万円

	10年
	200万円
	300万円

	15年
	400万円
	600万円

	20年
	700万円
	1,000万円

	25年
	1,100万円
	1,600万円

	30年
	1,700万円
	2,400万円

	35年
	2,500万円
	3,500万円

	40年
	3,500万円
	5,000万円


(上記は中堅・中小企業の標準的水準を示す参考値・業界・規模により大幅に変動します)

印紙税に関する注記
退職金規程は、印紙税法上の課税文書に該当しません(不課税)。退職金規程は社内規程であり、印紙税法別表第一の各号文書(契約書・受領書・約束手形等)のいずれにも該当しないためです。
紙の規程・電子保管いずれの形式でも、印紙税は不要です。
関連書類の印紙税
退職金関連書類のうち、
· 退職金支給時の領収書(5万円以上):第17号文書として課税(200円〜)
· 退職時の合意書(損害賠償等を含む):内容により判定
があり得ます。電子契約・電子発行なら一律印紙税不要です。

テンプレート利用上の注意
· 本テンプレートは弁護士監修ですが、個別案件に応じた修正が必要です。重要な就業規則・社内規程は弁護士・社会保険労務士にご相談ください。
· 本テンプレートは退職金規程(汎用版・基本給連動型を主構成)+ポイント制/別表方式の3類型対応+中退共併用条項の構成です。自社の方針に応じて第4条で1つの方式を選択し、他は削除してください。
· 第3条(退職金の支給要件)第2項の最低勤続年数(通常2〜3年)は短期離職者対応に重要です。
· 第4条(退職金の算定方法)は本規程の核心条項です。3類型(基本給連動型/ポイント制/別表方式)から選択してください。
· 第5条(勤続年数の計算)で育児休業・介護休業・産前産後休業は勤続年数に算入することが推奨されます(労働関係法令の趣旨)。
· 第6条(退職事由別係数)は退職金の核心要素です。自己都合0.7・会社都合1.0・懲戒解雇0または減額が標準です。
· 第7条(支給時期および方法)で支給時期(退職後1〜2か月以内)を明示してください。
· 第8条(不支給および減額)は最高裁判例(H12.3.9三晃社事件等)を踏まえ、第2項の相当性判断条項を必ず含めてください。規程は厳しく、運用は柔軟にが現代的なアプローチです。
· 第9条(死亡退職時の取扱い)で遺族受給順位を明確化してください。内縁配偶者を含める設計が現代的です。
· 第10条(中小企業退職金共済との関係)を活用することで、中小企業の退職金負担を平準化できます。掛金損金算入・国の助成金・倒産時保護等のメリットが大きい制度です。
· 第14条(規程の変更)で不利益変更の困難性に注意してください。退職金規程の支給率引下げ等は労働契約法第9条により原則同意が必要です。
· 常時10人以上の労働者を使用する事業場では、本規程を就業規則の一部として労働基準監督署への届出が必要です(労基法第89条第3号の2)。届出時は過半数労働者の意見書(同第90条)・全従業員への周知(同第106条)も必須です。
· 退職金規程は印紙税不要(不課税)です。関連書類(退職金支給時の領収書5万円以上等)には印紙税が発生する場合があります。
· 電子契約サービス活用のメリット:規程の電子周知・意見書/同意書の電子取得・退職時合意書の電子締結・電子帳簿保存法対応。
· 別表(第1〜第3)の数値は参考値であり、自社の規模・業界・経営状況に応じて慎重に設計してください。
· 本テンプレートの利用により発生した一切の責任について、ムスビサインは負いかねます。最終的な内容確認は利用者の責任で行ってください。

なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行に基づき作成しています。法令改正により内容が陳腐化する可能性があるため、最新版の確認をおすすめします。重要な就業規則・社内規程は、弁護士・社会保険労務士等の専門家にご相談ください。
